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 本日お伝えしたいこと。

 2024年度中間期の親会社株主に帰属する中間純利益は184億円と良好。

 「中期計画2024」の初年度として、各種戦略への取組状況は順調。

 2024年度は過去最高益・株主還元も過去最高額を見込んでいる。
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 親会社株主に帰属する中間純利益は、前年同期比18億円増益の184億円。
（9月25日公表比＋4億円）

 2024年度中間決算の主なポイント

① 国債等債券関係損益を除いた連結粗利益
地元を中心とした貸出金残高の積み上げや国内金利の上昇により貸出金利息が大幅に増加する
など、資金利益を中心に本業部分の収益が着実に増加した結果、前年同期比72億円増加

② 国債等債券関係損益
中期計画に掲げる、中長期の観点から安定的かつ継続的に高い収益力を確保できる有価証券
ポートフォリオの再構築に向けて入替売買を進める中、低利回りの外貨建て債券を中心に処分した
結果、△24億円を計上（前年同期比△12億円）

③ 営業経費
中期計画に掲げる「コストをかけてトップラインを引き上げる」方針のもと、人的資本投資や経営基盤
の強化に資する成長投資に積極的に投入した結果、前年同期比30億円増加

④ 与信費用

• お取引先の業況改善や、大口先の債権回収等により、貸倒引当金の戻入益を計上し、△5億円
（前年同期比△48億円）

⑤ 株式等関係損益
前年に計上した政策保有株式の売却益の剥落により、前年同期比△55億円となったものの、当
中間期においても、引き続き政策保有株式の縮減を進めており、それらの売却益も含めて19億円
を計上



 預金等利息と外部調達費用等を差し引いた「貸出金収支」と「有価証券収支」の増加
により、資金利益が前年同期比48億円増加。

 加えて、お客さまのヘッジニーズの高まりに伴うデリバティブ契約の増加により、法人ソリュー
ションも好調であったため、非資金利益は前年同期比10億円増加。

 これらの結果、コア業務純益は前年同期比38億円増益の233億円。

 国債等債券関係損益と株式等関係損益を合わせた有価証券関係損益が減少（前
年同期比△66億円）したものの、コア業務純益の増益に加え、与信費用の減少が寄
与し、中間純利益は前年同期比5億円増益の171億円。
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 人的資本投資や経営基盤の強化に資する成長投資に先行して経費を投入した結果、
中間時点では減益となったグループ会社もあるものの、2024年度通期では、全社黒字
を確保する見通し。
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 2023年４月にひろぎんカードサービスとひろぎん保証が合併して誕生した、ひろぎんクレ
ジットサービスの保証残高が、合併前から合わせても、初めて1兆円の大台を突破。

 ひろぎん証券の預り資産残高も引き続き順調に推移。

 金融子会社・非金融子会社ともに、実績を伸ばしており、当社グループの顧客軸は着実
に拡大。



 地域活性化指標に対する当社グループの取組みの進捗状況について。

【各項目に関する取組みについて】

 スタートアップ・ベンチャー支援（2024年度計画に対する進捗率18％）

・ 広島県内企業とスタートアップのマッチングイベント「TSUNAGU広島2024」を11月

19日～20日に開催。（出展企業数126社、3,400名来場）

 街づくり・地域開発への関与件数（2024年度計画に対する進捗率86％）

・ グループ会社・外部アライアンス先・行政との連携による呉駅前再開発への関与等、

「まちづくり」への川上関与を進める。

 環境ファイナンス実行額（2024年度計画に対する進捗率101％）

・ 取引先とのエンゲージメントを進める中、2024年度計画は達成済み。

 人材紹介の件数（2024年度計画に対する進捗率33％）

・ ひろぎんヒューマンリソースを中心として都市圏からのU・Iターン人材の地元取引先企業

へ紹介。

 観光業への投融資額（2024年度計画に対する進捗率13％）

・ MICE誘致/運営会社の設立に向けた調査・ネットワークづくりや、行政・地元中核企

業との連携強化により、地域における新たな価値創出を支援。
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 「中期計画2024」で掲げた当社グループの経営指標は着実に進捗。
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 「中期計画2024」では、「活力ある地域」（＝県内総生産の維持・拡大）の実現に向
け、地域のマテリアリティを明確化。

 マテリアリティへの取組みを通じて、当社グループは「地域における圧倒的な存在感」を発
揮していく。

 業務軸の深化・拡大、人的資本の最大化を通じて「当社グループ」の目指す姿を実現し、
企業価値の向上を図っていく。
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 PBR（＝企業価値）の向上に向けて、ROEを7.5％まで引き上げていく。

 そのために、RORAの改善、財務レバレッジコントロールの取組みを強化。

 また、ROEの改善に資する非財務戦略も強化。
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 企業価値の向上に向けて、ROEについては、「中期計画2024」の最終年度に「7.5%」、
将来的には、資本コストを上回る「8～10％」を目指していく。
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 RORAの改善に向けた取組みについて。

 当社グループの強みを活かしたビジネス展開として、「地域開発ビジネス」、「船舶ファイナン
ス」、「法人ソリューション」、当社グループが課題を抱えており、構造改革を進める業務領
域として、「ウェルスマネジメント」、「有価証券運用・ALM」を掲げている。

 注力分野の各種戦略を着実に実行し、RORAの改善を図っていく。

 「地域開発ビジネス」では、ひろぎんエリアデザインを中心として、呉駅前の再開発事業や、
廿日市再開発事業へ関与。

 「船舶ファイナンス」では、HIROGIN GLOBAL CONSULTING（シンガポール現地法
人、’24年1月設立）と連携した取引先の海外進出支援およびファイナンス支援の取組
みを強化。

 また、「法人ソリューション」ではスタートアップ創出に向けたマッチングイベント「TSUNAGU
広島2024」を11月19日～20日に開催。（出展企業数126社、3,400名来場）

14



15

 PBR（＝企業価値）の向上に向けて、注力分野でのRORAの改善を図っていく。

 2023年度のRORAは約0.7%。

 注力分野で＋0.3pt、金利上昇への対応により+0.1ptの改善を図る中、2028年度
（中期計画最終年度）には約1.0%を目指す。



 注力分野に対して、相応の経営資源（リスクアセット・人員）を投入し、合計610億円、
2023年度対比＋240億円の増収を目指す。

 「中期計画2024」の初年度として経営資源の投入と足元の実績は順調に推移している。
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 有価証券運用について。

 これまでの有価証券運用においては、地元貸出業務の信用リスクテイクを優先し、有価証
券へのリスクアセット配賦は限定的であった。

 また、リーマンショック以降のリスク管理強化の観点から、流動性・安全性を重視した金利リ
スク中心の運用となっていた。

 加えて、与信費用等発生時の収益確保に向け、短期的な売買に注力していた。

 安定的かつ継続的な収益を確保が困難なポートフォリオとなっていた反省がある。

 こうした課題への対応を進めていき、中長期の観点から安定的かつ継続的に高い収益性
が確保できるポートフォリオを再構築していく。
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 有価証券分野では、これまで以上の積極的なリスクテイクを行うことで、中長期的には、残
高2兆円、調達費用控除後の利回り1%以上のポートフォリオの構築を目指す。

 具体的には、パフォーマンス不芳な投信等を処分し、株式等の収益性の高いアセットへの
入替、市場環境やリスクテイク状況に応じた金利スワップを活用したALM戦略の多様化を
進めていく。
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 今後の円金利上昇を見据え、預貸金ともに固定金利の割合が上昇することが想定される
ため、バランスシート構造変化を注視する中、機動的な金利リスクコントロールを実施して
いく。

 外貨については、安定性および収益性を踏まえた外貨バランスシートコントロールを実施し、
調達余力を踏まえた外貨バランスシートの拡大を検討していく。

 短プラ連動の事業性貸出残高のうち約9割は、9月に実施した短プラの引上げに併せて、
金利引き上げを実施しており、貸出金利息の増加に寄与している。
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 政策金利が1.0％に上昇した場合、2028年度には、単年で約200億円の貸出金利息
の増加（政策金利：0.25％対比）につながり、親会社に帰属する当期純利益は590
億円程度に増加すると想定している。

 また、連結ROEは9.5％程度まで上昇し、弊社が現状認識している資本コスト6％～
9％程度を上回ると想定している。
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 資本政策について。

 HD連結自己資本比率11%を目途とし、自己資本比率の水準に応じた運営を展開して
いく。

 株主還元方針については、配当性向40％程度とする配当方針に加えて、機動的な自
己株式取得を実施していく。

 自己株式取得については、2023年度は30億円を実施。

 2024年度は50億円の取得を実施中であり、11月末で取得を完了する見通し。

 なお、2024年度に実施中の自己株式取得のうち、100万株については、2025年6月
開催予定の第5期定時株主総会の承認を条件に、ひろしま美術館に対する賛助を目的
とした第三者割当による自己株式処分を予定している。

22



 2024年度の1株当たり年間配当金は、前年比10円増配の47円（過去最高額）を
予定。

 総還元性向は、3年連続で50%超となる予定。

 中計期間中の1株当たりの配当金額は、利益水準の向上による増配を目指し、中計最
終年度においては、当期純利益450億円の達成により、60円を目指す。

（政策金利が上昇した場合には、利益水準の向上により、更なる増配の可能性）
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 政策保有株式の縮減について。

 政策保有株式は順調に縮減を進めており、2024年9月末時点の上場株式、非上場株
式、みなし保有株式合計の時価残高の連結純資産に対する比率は、18.4%となってい
る。

 足元の対話状況を踏まえると、2025年3月末時点では約18%を見込む。

 発行体との継続的な対話を実施するなかで更なる縮減を図り、2029年3月末（中計最
終年度）には、15％未満を目指す。

 なお、縮減先のうち、純投資株式として保有している銘柄は、全銘柄について売却の合
意は得られている。

 こうした銘柄は、配当利回り、今後の値上がり益を踏まえて保有を継続しており、純投資
株式として厳格な議決権行使基準を適用していく方針。
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 非財務戦略の人財マネジメントについて。

 注力分野におけるKPI達成、従事者の能力を最大限発揮していくために、専門人財マネ
ジメントの高度化を図っていく。

 ポイントとしては、注力分野における専門人財を現状から倍増させ、500名としていく。

 経営参画意識の向上に向けて、シャドーボードやリバースメンター制度を創設。

 また、チャレンジする風土の醸成に向けて、社内インターンシップ等を実施。

 こうした人財マネジメントへの取組みを通じて、「中期計画2024」の経営目標および、当
社グループ・地域の10年後の目指す姿の達成を目指す。
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 SX（サステナビリティ・トランスフォーメーション）の取組みについて。

 2030年度までにスコープ１・２、2050年までにスコープ１・２・３のカーボンニュートラル
を目指している。

 そのために、取引先との対話を強化するなかで各種ソリューションを活用した支援を実施す
るとともに、当社グループ自身のCO2排出量の削減を進めていき、地域および当社のカー
ボンニュートラルを推進していく。

 また、DE＆Iの新たな取組みとして、中国電力、マツダ、広島県と連携して広島県の転出
超過対策について考えるプロジェクト「HATAful（はたフル）」の活動を開始した。

 組織の枠を超えて人がつながり、誰もが自分らしく働くことのできる魅力的な職場を広島で
増やしていくことを目指し、活動の輪を広げていく方針。
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 DX（デジタル・トランスフォーメーション）の取組みについて。

 新たなサービスとして、給与スピード受取りサービスを2025年1月に開始する予定。

 また、既存業務・プロセスの変革として、住宅ローン業務の刷新プロジェクトを進めている。

 生成AIをはじめとしてその他の分野でもDXを活用することで、業務の効率化を図るととも
に、注力分野への人員配置を実施していく。
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 AX（アライアンス・トランスフォーメーション）の取組みについて。

 広島銀行と接点が少ない若年層の顧客接点拡大や、急速に進展するデジタル化に対応
するため、楽天証券や楽天カードをはじめとする楽天グループとの連携を強化。

 デジタルマーケティングの分野において横浜銀行との連携を強化し、出向者の派遣や法人
デジタルマーケティングに関する情報共有等を進めている。

 少子高齢化の進行による労働力人口の減少等により、人財確保が地元企業にとって重
要な経営課題となるなか、従前より業務提携関係にある日本ワールドビジネスとの共同出
資により、外国人労働者受入支援事業を行う 「ひろぎんワールドビジネス」を設立した。

 2025年1月の事業開始に向けて、各種準備を進めている。
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 2024年度の親会社株主に帰属する当期純利益は、過去最高益となる350億円を見
込む。

 また、「中期計画2024」における当社グループの経営指標の2024年度の見通しについて
は、連結ROE6.5%、連結自己資本比率は11％程度、連結BPSは1,800円程度を
見込む。
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 最後に、本日のプレゼンの内容を要約。

 2024年度の業績

• 中間期の親会社株主に帰属する中間純利益は184億円。

• 2024年度は、過去最高益となる親会社株主に帰属する当期純利益350億円を
見込む。

• また、連結ROEは6.5％を見込む。

 中期計画2024の進捗

• 中計初年度として、注力分野への経営資源の投入と、足元の実績は順調に推移。

• 日銀の政策金利引上げにより、資金利益ベースで最大200億円（政策金利1％
の場合）の利益押上げ効果が見込まれる。（押上げ効果を加味すると、中計最終
年度の利益水準は590億円程度）

 継続的な株主還元の強化

• 2023年度に引き続き、自己株式取得50億円を実施。

• また、過去最高益に伴い、2024年度の1株当たりの配当金額は47円と過去最高
額を見込む。
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